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ー背景ー
◯ふるさと納税 ◯事業者連携

ー研究概要・⼿法ー
必ずしも利害
が一致しない
多様な主体が、
▷自発的に規
則や役割など
を定め、
▷共有知や共
有財産の相互
編集がなされ
ているか、
に焦点をあて
て検証

課題 連携による効果
「単⼀事業経営による事
業の脆弱性」
（村上ほか、2020）

「ネットワークを形成・参加する⾏動を活発にとることに
より、戦略として、技術の向上、受発注の増加」など
「様々な効果を得ることが可能となる」（綿貫、2021）

連携の仕⽅がわからない ロールモデルにより他の事業者の連携にも応⽤
経営が悪化している 他者からの⼈脈や経営のノウハウの獲得
⼈材が不⾜している 連携による商品のファンの何らかの形での関わり

本研究における「事業者連携」とは...
▷地域内の複数の主体が、▷各々が持つ資源を共有し合いながら、
▷事業を実施すること

ーロジックモデルー

検証②「関係性」…
・参加事業者の
プロジェクト内での
役割はどのように
うに決まるか
・プロジェクトが進 検証③「相互性」 …
むにつれ、役割に プロジェクトから参加
変化はあるか 事業者が得るものに

はどのようなものが
あるか

検証④「相互編集性」…
参加事業者のどのような資源がどのくらい共有されて
いるか

インプット アウトカム① アウトカム②

検証①

「自発性」…
・参加する経
緯にはどのよ
うなものがあ
るか

・どのような目

的を持って参
加するか

事業者の
参加

商品開発
プロジェクト

プロジェクトで
新商品が完成

事
業
者

複数の事業者が関わる同

様の事業により、事業者
間のネットワークが構築さ
れ、個々の事業者の、ま
たは地域全体の課題を解
決することができるように
なる

インパクトアウトプット

行
政

ふるさと納税
の返礼品
として発信

指標を用いて、事業者支

援施策の推進につなげる
ことができる

検証⑤

どの要素が、「事業
者連携による返礼
品開発」に必要なの
か？

関係人口の創出

財源の確保

商品の魅力を
広く発信 事業者の商品

開発力が醸成
される

受入額及び受入件数の推移（全国計）

（いずれも総務省、2022）

住民税控除額及び控除適用者数の推移（全国計）

ふるさと納税の特徴：
応援したいふるさと（⾃治体）に、
「納税」による財政的⽀援と、
「返礼品」による地域経済活性化⽀援の
両⾯で応援できる制度
（重藤他、2020）

・﻿返礼品を擬制的に市場に⾒⽴てた「返礼品市
場」は、地⽅の事業者の育成効果を持つ ﻿（保⽥、
2021）
・「地場産品基準」
（総務省「平成31年総務省告⽰第179号）

・関係⼈⼝拡⼤の⼿段

一
方

民間の
給与所得者の
約１４％

地域活性化の⼀助となりうる現状は寄附獲得のための返礼品競争

研究すべき要素 評価指標の例

自発性

（主体性を持った事業者が
集まっているか）

・プロジェクトに参加した事業

者数
・プロジェクト活動への参加率

相互性

（事業者の意見により、プ
ロジェクト内の事業者の役

割にどのような変化がある
のか）

※定性的に分析

関係性

（プロジェクトの結果はど
うなったか、各事業者はど

のような利益を得たか）

・完成した返礼品の数

・各事業者が得た新たな人脈や
資源の数

相互編集性

（プロジェクト内で情報が
共有されているか）

・参加事業者が持つ資源以外に

使用した資源の数

＜返礼品発掘プロジェクト＞
ふるさと納税に返礼品を出したい⼈を集めて返礼品を開発し、完成した返礼品をふるさと納税に登録する

実証によって得られた結果を分析し、事業者が連携して行う事業について、行政が
評価する際の指標とする

ー研究対象ー 岩⼿県花巻市

↓
幅広い産業の
連携が可能

↓
事業者にとって
有効な販路
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花巻市のふるさと納税
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花巻市のふるさと納税

受入額

⾼速交通の結節点
・新幹線
・⾼速道路と4つのIC
・空港

↓
交流・関係⼈⼝の
拡⼤が図れる

＜返礼品開発の事例調査＞
事例）ぶどう農家のシャインマスカット × 菓子店

= プレミアムレーズンバターサンド

⇨個々の事業者がそれぞれの役割を果たすのであ
れば成果は上がる？

受入額及び受入件数の推移（全国計）

（いずれも総務省、2022）

住民税控除額及び控除適用者数の推移（全国計）

ふるさと納税の特徴：
応援したいふるさと（⾃治体）に、
「納税」による財政的⽀援と、
「返礼品」による地域経済活性化⽀援の
両⾯で応援できる制度
（重藤他、2020）

・ ﻿返礼品を擬制的に市場に⾒⽴てた「返礼品市
場」は、地⽅の事業者の育成効果を持つ ﻿（保⽥、
2021）
・「地場産品基準」
（総務省「平成31年総務省告⽰第179号）

・関係⼈⼝拡⼤の⼿段

一
方

民間の
給与所得者の
約１４％

地域活性化の⼀助となりうる現状は寄附獲得のための返礼品競争

研究
すべき
要素

内容
要素
の
有無

⾃発性

菓⼦製造販売事業者（A）が、ぶどう栽培事
業者（B）に声をかけたのが連携のきっかけ。
Bも原料の提供だけではなく、意⾒を出し
合って商品を開発していることから、両者に
⾃発性は認められる。

有

相互性
Aの役割…菓⼦の製造販売 → 変化なし
Bの役割…ぶどうの栽培・提供 → 変化なし
両者の役割や関係などに変化は認められない。
※そもそもステークホルダーが少ない

無

関係性
新商品が返礼品として提供され、Aは利益の
元となる商品を、Bは新たな品種の原料の販
路を、それぞれ獲得したことから、両者にお
ける関係性は認められる。

有

相互
編集性

両者は新商品の開発に際して打ち合わせを重
ね、新商品に直接関係する事項のほか、県の
補助事業などの直接新商品開発に関係のない
ことも話していたため、さまざまな情報が両
者で共有され、蓄積されていることが認めら
れる。

有

参加料に温泉の入浴券など、何かプレミアムをつけて参加者を集める。

ステークホルダー
・実行委員会
・温泉事業者
・飲食事業者等 など

地域の事業者に協力してもらい、参加料＋アルファの返礼品を開発する。


